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電気通信事業法施行規則の一部を改正する省令案の概要 

 

Ⅰ 背 景 

 

  近年、無線ＬＡＮ機能を搭載したスマートフォン等のモバイル端末が普及

していることに伴い、多くの提供主体が公衆無線ＬＡＮアクセスサービスを

提供するようになっている。こうした状況を踏まえ、無線ＬＡＮの安心安全

な利用や普及のために必要な方策について検討を行うため、総務省において

平成 24 年３月から無線ＬＡＮビジネス研究会が開催され、平成 24 年７月に

は「無線ＬＡＮビジネス研究会報告書」が取りまとめられた。本報告書にお

いては、今後の無線ＬＡＮ事業の円滑な遂行に資する観点から、関係者が取

り組むべき事項について指摘が行われており、その中で「公衆無線ＬＡＮサ

ービスについては、時代の変化に応じてサービスの提供形態が多様化してお

り、必要に応じ、規定の明確化を図る等の観点から、電気通信事業法関連の

省令などの関係規定について見直しの検討を行う必要がある」とされている。 

  今後、公衆無線ＬＡＮアクセスサービスの利用はさらに進展していき、そ

れに伴い当該サービスの提供主体となる者も多岐にわたることが想定される。

本報告書における指摘を踏まえ検討を行ったところ、公衆無線ＬＡＮアクセ

スサービスを安心安全に利用できるようにするためには、上記のように近年

増加しているサービス提供形態においてもその提供に当たって、契約の締結

時に提供条件の説明が適切に行われる必要がある。 

 

  本件は、以上を踏まえ、電気通信事業法施行規則の一部を改正する省令案

について、情報通信行政・郵政行政審議会に対し諮問を行うものである。 

 

Ⅱ 概 要 

 

  電気通信事業法（昭和 59 年法律第 86 号）第 26 条は、利用者が電気通信サ

ービスの内容を十分に理解した上で契約を締結することを可能とすることに

よって、契約締結に係る電気通信事業者等と利用者との間のトラブルを防止

し、利用者の利益の保護が図られるよう、電気通信事業者等が、契約の締結

等に当たり、利用者が最低限理解すべき提供条件を説明しなければならない

こととしている。 

その対象となる電気通信役務については、電気通信事業法施行規則（昭和

60 年郵政省令第 25 号）に規定されており、本件改正は、当該電気通信役務

のうち、公衆無線ＬＡＮアクセスサービスについて、その定義の範囲を拡充

するため以下の見直しを行うものである。 
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（１）接続される移動端末の範囲の拡充 

   公衆無線ＬＡＮアクセスサービスは、これまでモバイルパソコン等によ

る利用が想定されていたが、無線ＬＡＮ機能を搭載したスマートフォン等

の普及に伴い、当該端末を対象とした公衆無線ＬＡＮアクセスサービスが

広く展開されている状況を踏まえ、接続される移動端末の範囲を拡充し、

携帯電話端末等を接続するサービスも提供条件の説明義務の対象とする。

なお、本見直しに伴い、他のサービスとの重複が生じる部分については所

要の規定の改正を行う。 

 

（２）設置形態に合わせた設備の追加 

   公衆無線ＬＡＮアクセスサービスの形態が多様化し、設備の設置形態に

よって、現行において規定される設備（端末系伝送路設備（注１））の範囲

に含まれないとされる設備（端末設備（注２））を用いてサービス提供が行

われる場合がある（注３）。設備の設置形態によって提供条件の説明義務の

対象とされないことがないよう、そのような設備を用いたサービスも無線

ＬＡＮアクセスサービスとして説明義務の対象とする。 

 

 （注１） 

   端末設備又は自営電気通信設備と接続される伝送路設備のこと。 

 （注２） 

   電気通信回線設備の一端に接続される電気通信設備であって、一の部分の設置の場

所が他の部分の設置の場所と同一の構内（これに準ずる区域内を含む。）又は同一の建

物内に設置されるもの。 

 （注３） 

   公衆無線ＬＡＮアクセスサービスに用いられる基地局は、通常端末系伝送路設備に

位置付けられるが、同一の構内（これに準ずる区域内を含む。）又は同一の建物内に設

置する場合には、端末設備として位置付けられることがある。 

 

 



省令案の概要に関する参考資料



電気通信事業法における利用者保護のための基本的枠組み

電気通信役務の円滑な提供を確保するとともにその利用者の利益を保護し、もつて電気通信の健全な発達及び国民

の利便の確保を図り、公共の福祉を増進する。（第１条）

○ 利用の公平
電気通信役務の提供について不当な差別的取扱いをしてはならない。（第６条）

○ 提供義務
正当な理由なく役務の提供を拒んではならない。（※）（第25条）

○ 契約約款の公表・掲示
契約約款を公表するとともに、公衆の見やすいように掲示しておかなければならない。（※）（第23条）

※ 基礎的電気通信役務又は指定電気通信役務を提供する電気通信事業者が対象

○ 業務の改善命令
総務大臣は電気通信事業者に対し、利用者の利益又は公共の利益を確保するために必要な限度において、業務の方

法の改善その他の措置をとるべきことを命ずることができる。（第29条）

※ 業務改善命令に対する違反については200万円以下の罰金

○ 提供条件の説明

契約締結に際して料金その他提供条
件の概要について説明しなければなら
ない。（※）（第26条）
※ 契約代理店も対象

○ 苦情等処理
業務の方法、役務についての利

用者からの苦情等について適切か
つ迅速に処理しなければならない。
（第27条）

○ 休廃止の事前周知

事業を休止又は廃止しようとす
るときは、利用者に対し、その旨
を周知させなければならない。
（第18条第３項）

違反があった場合の担保措置

個別の利用者への対応に関するルール

利用者保護のための基本的ルール

法の目的
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提供条件の説明義務の対象となる電気通信役務の見直し ２

国民の日常生活において多用されることが想定される
公衆無線ＬＡＮアクセスサービスについて、説明義務の対象となる電気通信役務の定義の範囲を拡充

（提供条件の説明）
第２６条 電気通信事業者及び電気通信事業者の電気通信役務の提供に関する契約の締結の媒介、取次ぎ又は代理を業

として行う者は、電気通信役務の提供を受けようとする者（中略）と国民の日常生活に係るものとして総務省令で定
める電気通信役務の提供に関する契約の締結又はその媒介、取次ぎ若しくは代理をしようとするときは、総務省令で
定めるところにより、当該電気通信役務に関する料金その他の提供条件の概要について、その者に説明しなければな
らない。

利用者が電気通信サービスの内容を十分理解した上で契約を締結できるようにすることにより、電気通信事業者との
間のトラブルを未然に防止

■ 対象サービス（一般消費者向けサービス） （現行）
○ 電話及びＩＳＤＮサービス
○ 携帯電話・ＰＨＳ及び携帯電話・PHSインターネット

接続サービス
○ インターネット接続サービス
○ ＤＳＬアクセスサービス、ＦＴＴＨアクセスサービス、

ＣＡＴＶインターネットアクセスサービス
○ ＢＷＡアクセスサービス
○ 公衆無線LANアクセスサービス
○ FWAサービス
○ ＩＰ電話サービス

（電気通信事業法施行規則第22条の2の2第1項）

■ 公衆無線ＬＡＮのサービス提供の多様化
○モバイルパソコン等による利用が想定されていたが、

無線ＬＡＮ機能を搭載したスマートフォン等の普及に伴
い、当該端末を対象とした公衆無線ＬＡＮアクセスサー
ビスが広く展開

○設備の設置形態の多様化により、公衆無線ＬＡＮアク
セスポイントが端末設備として取り扱われ、サービス提
供が行われる場合が存在

提供条件の説明に関するトラブルを未然に防止する必要



（１）接続される移動端末の範囲の拡充
モバイルパソコン等による利用が想定されていたところ、無線ＬＡＮ機能を搭載したスマートフォン等の普及に伴い、当該端末を対象と

した公衆無線ＬＡＮアクセスサービスが広く展開されている状況を踏まえ、接続される移動端末の範囲を拡充し、携帯電話端末等を接続する
公衆無線ＬＡＮアクセスサービスも対象とする。なお、他のサービスとの重複が生じる部分については所要の規定の改正を行う。

（２）設置形態に合わせた設備の追加
公衆無線ＬＡＮアクセスサービスの形態が多様化し、設備の設置形態によって、現行において規定される設備（端末系伝送路設備（注１））

の範囲に含まれないとされる設備（端末設備（注２））を用いてサービス提供が行われる場合がある（注３）。設備の設置形態によって提供条件
の説明義務の対象とされないことがないよう、そのような設備（端末設備）を用いたサービスも無線ＬＡＮアクセスサービスとして説明義務
の対象とする。

電気通信事業法施行規則第２２条の２の２第１項第９号の改正

利用者の電気通信設備と接続される一端が無線により構成される端末系伝送路設備（その一端が移動端末設備（携帯電話端末及びＰＨＳ端
末を除く。）と接続されるものに限る。）を用いてインターネットへの接続点までの間の通信を媒介する役務（前号に掲げるものを除く。）

利用者の電気通信設備と接続される一端が無線により構成される端末系伝送路設備（その一端が移動端末設備と接続されるものに限る。）
又は電気通信事業の用に供する端末設備（移動端末設備との通信を行うものに限る。）を用いてインターネットへの接続点までの間の通信を
媒介する役務（第二号、第三号及び前号に掲げるものを除く。）

（注１）端末設備又は自営電気通信設備と接続される伝送路設備
（注２）電気通信回線設備の一端に接続される電気通信設備であって、一の部分の設置の場所が他の部分の設置の場所と同一の構内（これに準ずる区域内を含む。）又は同

一の建物内に設置されるもの
（注３）公衆無線ＬＡＮアクセスサービスに用いられる基地局は、通常端末系伝送路設備に位置付けられるが、同一の構内（これに準ずる区域内を含む。）又は同一の建物

内に設置する場合には、端末設備として位置付けられることがある。

現行規定

改正案

改正概要

３
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三 

（
同
上
） 
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。
）
を
用
い
て
イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト
へ
の
接
続
点
ま
で
の
間
の

通
信
を
媒
介
す
る
役
務
（
前
号
に
掲
げ
る
も
の
を
除
く
。
） 

  

十
・
十
一 

（
同
上
） 

  

２
・
３ 

（
同
上
） 

 附 

則 

こ
の
省
令
は
、
公
布
の
日
か
ら
施
行
す
る
。 

 


